
「育児」は,「 しつけ」や「社会化」と並ぶ,親子関

係研究の対象のひとつである。本論文の目的は,1980

年代以降の日本の育児とその諸問題を,社会学を中心

に周辺領域も含めて先行研究がどのように取り上げて

きたかを再検討することにある。

これまでに多くの「しつけ」研究や「社会化」研究

が行われてきた。例えば「しつけ」研究の代表的なも

のに,3地域 3年齢階層の縦横の比較から家族変動の

なかでのしつけの実態を明らかにした,小山隆らの

『現代家族の親子関係』 (小山編 1973)な どがある。

また「社会化」研究の代表的なものに,T・ パーソン

ズらの理論を手がかりに,社会化過程と家族の集団過

程の関連を追及する上で重要となる役割文化論を考察

した,坂岡康子の「家族における社会化研究―核家族

の役割分化論―」(1976)な どがある。これらの研究

はともに,子 どもの「しつけ」や子どもの「社会化」

と呼ばれるように,重点が主に子どもの側におかれて

いる。

高度経済成長期以降の生活環境やライフスタイルの

変化は,育児とその担い手に大きな影響を及ぼした。

育児不安,育児ノイローゼ,家庭内暴力,母子密着 ,

教育ママなど,マスコミに取 り上げられた「育児」に

まつわる現象や問題は枚挙にいとまがない。

しかし,こ れらは高度経済成長期以降に突然起きた

のではなく,こ れまで注目されなかった諸問題が,社

会の変化とともに顕在化してきた現象であると考えら

れる。

そこで 1980年代以降,研究の領域でもこれまで自

明視されてきた家族内での育児を見直す動きが出てき

た。その重点は主として,専業主婦や就労している母

親,父親,そ して保育施設などの家族外の育児資源と

いう,親の佃1,すなわち育てる側に置かれるようにな

ったのである。
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本論文では,先行研究を次の 3つの視点から再検討

する。第 1点は育児と専業主婦,第 2点は育児と母親

の就業,第 3点は父親の育児役割と子育て支援策であ

る。

第 1章では,乳幼児を持つ母親の育児不安と育児ネ

ットワークに関する社会学的研究を取 り上げる。第 2

章では,母親の就業と育児に関する社会学的研究を取

り上げる。第 3章では,父親の育児役割や少子化対策

としての子育て支援策など,育児における母親以外の

資源に関する研究を取 り上げる。終章では,こ れらの

先行研究で見出された知見を整理し,今後の育児に関

する研究への課題としたい。

第 1章 育児 と専業主婦

第 1節 育児不安の研究
1980年代に入り,社会学をはじめ,心理学や小児

保健学などさまざまな分野で,育児期の母親が抱く育

児不安や育児疲労に関する研究が展開した。社会学で

は,牧野カツコの一連の研究 (牧野 1982,1983,1987,

1989,牧野他 1985)が代表として挙げられる。

牧野は,乳幼児をもつ母親の意識や生活上の問題点

を分析するための手段として,育児不安という概念を

用いた。牧野の育児不安の定義は「子どもや子育てに

対する蓄積された漠然とした恐れを含む情緒の状態」

(牧野 1989:24)で ある。

産業疲労の研究で考察された蓄積的疲労兆候の問題

と,育児不安の問題に共通点を見出し,育児不安を測

定するために,産業疲労研究を応用して,育児不安を

測定する尺度を作成した。そのなかで育児に関する不

安兆候として,①一般的疲労感,②一般的気力の低

下,③イライラの状態,④育児不安兆候,⑤育児意欲

の低下,と いう5つの特性を取り上げている。調査項

目には,育児不安に関するネガテイブな感情や意識を

問うものと,自信や満足感などポジテイブな感情に関

するものが含まれている。

現代日本における「育児」研究の再検討

―-1980年代以降を中心に一―
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牧野 (1982)の 研究では,①母親自身の要因 (母親

の年齢や職業の有無),②家族関係 (子 どもの数や年

齢,夫の育児責任や夫婦関係),③母親自身の意識

(子どもとの一体感,職業観や性別役割分業意識),④

母親の生活のあり方 (趣味の有無やそのための時

間),⑤母親の社会活動 (近 所づき合いの広さと深

さ,家族以外の人との会話,社会参加の機会),以上

5つの要因と育児不安の程度との関連について分析し

ている。

その結果,育児不安の程度と母親の年齢,子 どもの

年齢や数,家族構成などとはあまり関連が見られなか

つた。反対に,育児不安の程度と大きく関連する要因

として,①夫の育児責任や夫婦関係,②母親自身の意

識,③母親の生活のあり方,④母親の社会活動が挙げ

られた。

育児不安と夫の育児責任の関連を見ると,夫が育児

に責任を持っていないと感じている場合には,育児不

安が高 くなっている。しかし,「夫が子どもと遊ぶ時

間」は育児不安の程度 と関連 していない。このよう

に,実際に夫が育児に責任を持っているか否かではな

く,妻が夫の育児をどのように評価しているかという

主観的な認知が大きく影響していることがわかる。

次に,育児不安と母親自身の意識の関連を見ると,

母親と子どもの距離が密接であったり,子 どもだけが

生きがいであると感じていると,育児不安が高くなり

ゃすい。むしろ,母親が趣味をもち,そのための時間

を作っている場合,育児不安は低い。また,家族以外

に,近所づき合いや地域活動などの人間関係を広 く持
つことが,育児不安を低 くしている。

このほかに,牧野の作成 した育児不安尺度を援用

し, さらに研究を進めた本村汎らは,育児不安に関連

する要因の相互連関について検討 している (本村他

1985)。 「多勢の人が育児にかかわっていると思う」と

いう項目と「夫は育児に責任をもっていないと思う」

という項目には相関があり,夫 も育児に責任をもって

いると認識 している母親は,夫以外の多くの人々が育

児に関わっているという母親の意識に連動していると

述べている (本村他 1985)。

これらの育児不安の研究では,育児は疲労を伴う労

働の一種として捉えられているところにその大きな特

徴が認められる。

それまで自明視されていた,夫に迷惑をかけず,母

親が専念することで成り立つ育児をくつがえす結果が

導き出された。育児は母親のみで行われているのでは

なく,育児における夫婦関係や家族以外の人間関係の
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重要性を見出されている。

また母親が子どもから離れることはマイナスの要素

として捉えられていたが,プラスの側面があることも

証明された。

第 2節 育児ネットワーク研究
育児不安研究でも,育児を援助するネットワークの

重要性が説かれた。落合恵美子は,兵庫県の 2歳児を

第 1子 としてもつ母親を調査対象に,育児ネットワー

クの実証的研究を行った (落合 1989)。 このなかで現

代の育児が母親のみで行われているのではなく,複数

の与え手によつて与えられた複数の育児援助を利用し

て成立していることを指摘 している。

落合は,育児援助を育児労働そのものの一部あるい

は全部を代行する「直接的育児援助」,母親の育児役

割遂行を側面から支える「間接的育児援助」に区別

し,さ らに「間接的育児援助」を「1青 緒的育児援

助」,「情報的育児援助」,「経済的育児援助」に区別し

た (落合 1989:99)。 そしてこれらの育児援助を,与

え手 (夫,子どもの祖父母,地域,保育園や幼稚園な

どの機関)か らどのように与えられながら母親が育児

を行い,そ こで発生する問題点やその解決策を解明し

ようとしたのである。この研究で見出された知見は次

の通りである。

第 1点は,育児援助の内容が与え手によつて異なる

ことである。夫は「重要な情緒的育児援助及び,で き

る範囲での直接的育児援助」を,祖父母は「負担の大

きい直接的援助及びとくに妻方の祖父母からの情緒的

・情報的援助」を,地域は「負担の小さい直接的育児

援助及び情緒的育児援助」を,保育園や幼稚園などの

機関は「規則的な直接的援助Jが主であったが,情報

的・情緒的援助の比重も高まっているという (落合

1989:132)。

第 2点は,育児の援助の内容が,地域や母親の就労

の有無によって異なることである。三世代同居の多い

郡部と都市部でフルタイム就労している母親は,祖父

母と機関による援助が中心であり,郡部の母親は比較

的早くから働き始める。これに対 して,都市部では夫

と地域による育児援助が中心であり,都市部の母親は

比較的遅くまで育児に専念する。

特に都市部では,地域における育児ネットワークが

重要な役割を果たしているのだが,母親が就労してい

る場合や独自の暗黙のルールを守れない場合は,地域

の育児ネットワークから孤立する場合もある。そのた

めにも,育児期のすべての家族を対象にした行政によ



る育児援助が必要であると指摘 している。

第 3節 まとめと再検討
本章で検討した先行研究から見出された知見は,次

の通りである。

まず,育児不安の研究では,第 1に ,産業疲労研究

を応用 したことからも,育児が疲労をともなう労働の

一種としてとらえられた点である。第 2に ,それまで

の母親のみで行われている育児では,母親の育児不安

の程度が高い傾向にあることが発見された点である。

第 3に ,育児には,夫の育児参加への妻の主観的な認

知や夫婦関係,家族を越えた育児ネットワークの重要

性が指摘された点である。第 4に ,母親が子どもから

離れることにプラスの佃1面があることを明らかにした

点である。

一方,育児ネットワーク研究では,第 1に ,母親の

みが育児役割に従事 しているのではなく,夫・祖父母
・地域・諸機関など家族内外の重層的なネットワーク

が育児を支えていることが明らかなった。第 2に ,与

え手によつて育児援助の内容が異なることを明らかに

した。第 3に ,母親の就労の有無や地域によって,育

児援助の内容が異なることを明らかにしたことであ

る。

育児不安研究や育児ネットワーク研究は,社会の変

化に沿った新たな育児ネットワークの構築の必要性を

示した。

以上の点を評価しながらも,筆者は次のような点を

考慮する必要があると考える。

1つは,育児援助の程度や内容をより深 く考察する

ことである。現代の育児が母親以外の何らかの援助に

よって支えられているとしても,その程度はそれぞれ

異なるのではないか。どのような育児において, どの

ような母親が,よ り多くの育児援助を利用 しているの

か,あ るいは育児援助を利用していないのか,検討す

る必要があると考える。

もう 1つ は,育児援助の受け手と与え手の関係性で

ある。育児援助には与える側―受ける側という関係が

成立する。自発的に形成された育児ネットワークで

は,母親と与える側の関係や育児をはじめとする母親

の行動や意識に何らかの影響があるのではないだろう

か。
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第 2章 母親の就労 と育児

第 1節 育児不安の研究
日本では,子 どもができたら母親は仕事を辞めて ,

子どもが大きくなれば再び仕事に就けばよいとする傾

向が強い。しかし,働 きながら育児をする女性は 1980

年代以降,増加している。その場合,彼女たちは職業

生活と家庭生活の 2つの役割を担うことになる。

牧野カツコは,就労している母親の育児不安につい

て専業主婦との比較から次のような知見を出している

(牧野 1983)。

まず就労している母親は,物理的にも精神的にも子

どもとの距離をとることができる。次に近所づき合い

は狭 く浅いものの,保育所などを利用しているため ,

「母親だけでなく大勢の人が子どもを育ててくれてい

ると思う」と答えた母親が多い。このような点では,

専業主婦より育児不安に陥る傾向が少ないことがわか

った。しかし就労している母親は,仕事と家事・育児

という負担から疲労感や緊張感が強く,趣味などの時

間が少ない。

就労 している母親と育児不安との最 も重要な要因

は,「ある意味で夫にある」としている。専業主婦と

同様 に,「子育てを夫に頼ることがで きる」 (牧 野

1983:76)と 妻が感 じられるかどうか,要するに妻

の主観的な認知が育児不安と密接に関わっている。

第 2節 子どもの発達に及ぼす影響

母親の就労が子どもに悪影響を及ぼすのではない

か, という引け目を感 じながら働き続ける母親や,ま

たそれを理由に離職する母親もいる。本節では,母親

の就労の “足かせ"と なっている母親の就労と子ども

の発達への影響を理論的に分析 した研究を取 り上げ

る。

要田洋江 (要田 1982)は ,高知市内の幼稚園・保

育園に通園する母子を対象に,母親の就労が夫婦関係

や親子関係のあり方を媒介として,子 どもへの影響を

分析している。母親の就労が子どもに及ぼす影響に関

する議論の出発点として,乳幼児期における「母親の

重要性」を指摘した R.ス ピッツとJ.ボ ゥルビイの研

究を挙げている。ボウルビイは,乳幼児への母性的配

慮が長期間欠けると,子どもの発達に重大な影響を与

えるとし,こ のことを母性的養育の喪失〈matemal dep―

rivation〉 と名づけたことで知られている。

一般的に言われている「母親の家庭外就労は子ども
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に悪影響を与える」という仮説は,こ れらの研究から

派生したものであると要田は指摘する。

しかし,要田はこの仮説へ 3つの問題点を提示して

いる。まず,子 どもを数時間保育所に預けることをス

ピツツやボウルビィの概念を拡大しようすることへの

危険性である。次に,子 どもの問題発生には,母親の

就労と他の要因がからむことで起こる可能性もあり,

反対に母親が家庭外で就労していないからといって間

題が発生しないわけではない。母親側の条件の違いに

よって影響が異なる点である。最後に,母親をとりま

く状況が変化し,安心 して預けられる保育所の増加や

その他の援助機能,あ るいは母親自身の価値規範の変

化によつて,何 らかのかたちで仮説に変化を与えるの

ではないかという点である。

要田の研究から得られた主な知見は,次のとおりで

ある。

第 1に ,両群の男児・女児の個人内感情の発達状態

に差は見られなかった。このことから母親の就労が子

どもに悪影響を与えるという命題を否定 した点であ

る。

第 2に ,共働き母親群では両親間の和合の高さが男

児の個人内感情の発達状態に肯定的な関連が見られ ,

父親の育児役割参加の高さは女児の個人内感情の発達

状態に肯定的な関連が見られた点である。

第 3に ,専業母親群では共働き母親群とは逆に,父

親の育児役割参加の高さと男児の個人内感情の発達の

間には否定的な関連が見られた点である。

以上の結果から,母親の就業状態による子どもの情

動特性に違いは見られなかった。しかし共働き母親群

は,専業母親群よりも,家族関係が良好であることが

男児にとつて必要であると指摘している。

このほかに,東京都内の小学 6年生とその母親を対

象にした長津美代子の調査研究 (長津 1982)で も,

母親の就労の有無と子どもの自主性との間に有意な関

連は見られていない。

また小泉智恵は,MacEwenら の研究結果 (MacEwen

&Barling 1991)を 解釈 して,「母親自身が職業と家庭

の両立ができ,楽 しんで仕事をしていることが,質的

によい母子の接触を生み出し,最終的に子どもの発達

に影響する」 (小泉 1998:209)と 述べている。

要するに,母親の就労自体が子どもの発達に悪影響

を及ぼすのではなく,職業と家庭の両立が困難な場合

や夫との関係が良好でない場合に,子 どもに影響が及

ぶのである。
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第 3節 まとめと再検討

本章で検討した先行研究から見出された知見は,次

の通りである。

まず育児不安の研究から,第 1に ,母親が就労して

いることで,子 どもと物理的,精神的な距離をとるこ

とができ,それが母親の育児不安を低減する要素とな

っていることがわかった。第 2に ,保育所などの育児

援助があることも育児不安を低減する一因となってい

る。第 3に ,専業主婦と同様に,妻が夫の育児参加を

どのように評価しているか,主観的な認知が育児不安

の程度と強くかかわっている。

次に,母親の就労と子どもの発達の関連についての

研究からは,母親の就労の有無による,子 どもの発達
への影響に有意な差は見られなかったことが明らかに

なった。1950年代の命題の拡大解釈や社会変化を考

慮せずにそのまま命題を使い続けることへの危険性も

見出せた。

以上の点を評価しながらも,筆者は次のような点を

考慮する必要があると考える。

育児不安研究では,就労している母親の育児不安の

程度に関わる育児援助機能の内容には触れられていな

い。どのような育児援助によつて母親が育児不安に陥

らないのか,あ るいは育児不安の程度が高い就労する

母親はどのような育児援助機能を利用しているのか ,

検討する必要がある。

また,母親の就労と子どもの発達への影響に有意な

差は見られなかったが,こ こでは保育所など家族外の

育児援助機能や育児ネットワークが子どもの発達にど

のような影響を与えるか触れられていない。子どもの

発達への影響には,複数の要因が関係すると思われる

ため,家族内の構造からだけでなく,家族外の要因と

の関係も検討する必要があるだろう。

第 3章 父親の役割 と子育て支援策

第 1節 父親の役害J
イエ制度の崩壊や産業構造の変化による職住分離に

より,家庭内での父親の存在や父親像は曖昧なものと

なった。しかし,育児の主な担い手としての母親の存

在が強調される一方で,女性の社会進出は進み,共働

き世帯も増加 している。また育児不安研究において

も,父親の育児責任の重要性が見出されるなど,も う

1人 の親である父親の役割が注目されるようになっ

た。

まず,育児不安と父親との関連について研究したも



のに,牧野カツコら (1985)が ある。牧野 ら (1985)

は,乳幼児をもつ母親の育児不安と父親の生活や意識

との関連について調査研究を行った。その調査対象に

は,母親だけでなく父親も含まれている。

父親の育児についての分担意識,育児参加の程度や

母親の社会活動への夫の理解の程度などと母親の育児

不安との関連を分析した結果,次のような知見が得ら

れている。

第 1に ,実際の父親の家事・育児参加や分担意識と

母親の育児不安には関連がなく,父親の分担意識や参

加状況を母親自身が好意的に受け止めているかどうか

に,育児不安との関連があつた。

第 2に ,夫が妻の社会参加に理解 しているか否か

は,妻の育児不安と関連はなかった。しかし,夫が妻

の社会参加に理解を示している場合には,妻は積極的

に社会参加しており,積極的に社会参加している妻の

育児不安の程度は低かった。

第 3に ,妻の社会参加や就労への夫の実際の理解の

程度に関係なく,夫の理解の程度を妻が満足している

場合には,育児不安の程度が低いことが明らかにされ

た。

夫の協力的な態度や意識は,妻の満足度に関係し,

しいては母親の育児態度にも影響を与える。

次に,父親の生活や育児態度に関する研究を見てみ

たい。

牧野 (1987)は ,父親の家庭生活と仕事の忙 しさと

の関連について考察している。働 く父親が自分の仕事

の忙しさについてどのような意識をもち,ま た父親の

忙 しさの程度による,家庭生活や夫婦関係,父子関係

に何らかの違いがあるかどうか,見出そうとした。

その結果,父親の子どもに対する関心の程度は,父

親の仕事の忙 しさとは関連がなく,父親が子どもとの

関係を保とうと努力していることが明らかになった。

また夫婦関係については,仕事が 1亡 しい父親ほど,妻

から自分への関心が薄れているだろうと認識している

と述べている。

また土谷みちこ (1992)は ,過去 5年間の父親調査

から,父親の仕事の忙 しさと家庭生活の実態と意識の

変化についての比較や父親の生活実態と父子のかかわ

り (遊び行動,接近行動,世話行動,規制行動,知的

刺激行動の 5つの領域)と の関連について検討してい

る。そこで得られた知見は,次の通 りである。

第 1に ,父親が家族とともに夕食をとる割合が増加

するなど,5年間で父親が仕事を重視する意識は減少

傾向にあり,家族への関心と家庭を重視する意識の増
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加へと繋がっている。しかし,夫婦の会話は減少傾向

にあることと,第 2に ,父親が仕事よりも家庭に比重

をおき,家族と接触できる時間的な余裕があっても,

世話行動や規制行動,知的刺激行動は多くなる傾向は

あるものの,父子のかかわりである5つの領域すべて

は多くならなかった。第3に ,仕事より家庭を重視し

ていることを強調する父親でなくても,仕事と家庭を

同等に大切にしている父親であれば,子どもへの関わ

り方にはそれほど差は見られない。むしろ仕事と家庭

が同比重で,子どもや妻と接触がある父親の方が,質

的に高い父子の関わりをもつ可能性があることを指摘

している。

このほかにも,柏木恵子ら (1996)の 『子どもの発

達と父親の役割』をはじめ,父親の育児参加に関する

実証的研究がなされている。

第 2節 子育て支援
1989年 の 1.57シ ヨツクを皮切りに合計特殊出生率

は低下を続け、一向に止まらない少子化への対策とし

て、1994年 に文部・厚生・労働・建設の4省 合意に

よる「今後の子育て支援のための施策の基本方向につ

いて (エ ンゼルプラン)」 が出された。

また 1998年 4月 には改定児童福祉法が施行され、

保育所は従来の措置に基づく入所から、保護者の選択

方式が導入されるとともに、各種規制・基準の緩和や

弾力化が図られた。

このような流れのなかで、エンゼルプランのひとつ

である「家庭における子育て支援」の内容や動向を中

心に、子育て支援に関する研究がなされている。「家

庭における子育て支援」の具体的な内容は、各市町村

の事業として、既存の保育所などを利用して「地域子

育て支援センター」を設置し、育児の相談指導や子育

てサークルの育成を支援することが含まれている。

まず,1994年 以降盛んになった行政主導の子育て

支援に関する研究について見てみたい。

木脇と大山 (1997),木脇 (1998)は ,大阪府 K市

における公民館による子育てサークルヘの支援と「育

児アドバイザー制度」について考察している。

公民館による子育てサークルヘの支援の内容は,①

担当の専門職員が適切なアドバイスや協力の提供,②

無料で活動にふさわしい場所の提供,③継続的な活動

資金の提供,④リーダヘの精神的な援助の 4点であ

る。サークル活動が軌道に乗るまで専門職員がリード

し,その後はメンバーの自主性に任せるかたちで行わ

れる。
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サークル活動の波及効果として,父親の地域活動ヘ

の参加やサークル活動の自主的な継続,子育てから生

活ネットワークとしての拡大,他の地域の子育てサー

クルとのネットワークの形成が挙げられている。一方

で残された課題として,サークル活動に参加していな

い (で きない)働 く母親や家に閉じこもっている母親
への支援について指摘 している。

「育児ア ドバイザー制度」は,育児経験のある女性

による子育てボランティアで,大阪府が養成したもの

である。育児アドバイザーの主な活動内容は,行政が

主催する子育てに関する教室への参加や家庭相談員の

活動の補助などである。

しかし問題点として,育児アドバイザーの家庭訪間

指導が禁止されているため,親に対する実際的な援助

が行われていないことや,育児アドバイザーの意欲や

能力が生かしきれていないことを才旨摘 している。

また大阪府では,育 児アドバイザー制度が K市以

外の自治体では定着していない原因として,ボランテ

イアの組織化ができなかったことと予算の裏づけがな

かったことを挙げている。

このほかにも横堀昌子 (2000)は ,東京都多摩ニユ

ータウンにおける行政レベルと民間レベルの子育て支

援について検討 している。このなかで子育て支援の社

会資源として,子育てメーリングリストや保育園のホ

ームページなど,イ ンターネットを利用したサービス

を挙げている。

インターネットを利用する親が,配偶者や自分の親

から援助を受けていない傾向にあることや,子 どもの

自身の発達を直接支えるのが,他者との直接的な触れ

合いであることを考えると,身近な人からの援助が受

けられない状況は子どもにとってあまり望ましくない

という先行研究を挙げながらも,従来のような行政主

導の規則的な子育て支援とは違い,イ ンターネットを

利用することで,場所や日時を限定されない子育て支

援が可能であることを示唆している。

次に,子育て支援策に関する先行研究として,諸外

国の子育て支援の現状についての研究がある。このう

ちのひとつに,小出まみの一連のカナダの保育や子育

て支援に関する研究が挙げられる (小出 1990,1991,

1993, 1994, 1996, 1999)。

小出がカナダの保育に着目したのは,カ ナダ・オン

タリオ州が,核家族の育児機能の脆弱さを見据え,そ

れを補完するさまざまなネットワークを発達させてい

るためである。

その一例として小出 (1991)は ,家庭での子育てを

人間科学研究編 (2005年 3月 )

支援する拠点として設置された「育児資源センター」

や「家族のための資源センター」の活動について,オ

ンタリオ州の現状を中心に報告している。これらのセ

ンターでは,子育てをする家族が必要とする場所,情

報,学習の機会などを提供 している。これらの子ども

家庭支援は,母親と子どもが孤立することのなく育児

が行われるために設立された,い わば予防型の育児支

援として機能している。

第 3節  まとめと再検討

本章で検討した先行研究から見いだされた知見は以

下の次の通りである。

まず、女性のライフスタイルの変化、共働き夫婦の

増加、また制度上では 1992年 4月 の育児休業法の施

行に伴い、育児における父親の役割が注目されはじめ

た。それまでは育児は母親の仕事とみなされ、父親の

存在が軽視されていたが、育児不安と父親の役割との

関連についての研究から、父親の育児参加の重要性が

見出された。

父親と子どものとの関係に着目した研究では、第 1

に、夫の協力的な態度や意識は、妻の満足度に関係し

ており、結果的に母親の育児態度にも影響を与えるこ

とがわかった。第 2に 、仕事の忙 しさの程度に関係な

く、父親が子どもについて疎 くならないように努力し

ていることが明らかになった。しかし、育児における

父親の役割は、母親の補助的存在にとどまっている。

次に、子育て支援についての研究では、第 1に 、こ

れまで具体的な子育て支援を受けにくかつた専業主婦

の育児が支援の対象となり、自治体によって支援策が

試行錯誤されている様子が明らかになった。子育て支

援の活動場所として、児童館や保育所が選ばれ、子育

てサークルや「育児アドバイザー」という行政主導の

支援策が講じられている。第 2に、直接的な支援では

なく、インターネットを通じた新たな支援の可能性が

見出されている点である。第 3に、諸外国の育児支援

策や育児支援の現状を検討し、日本の子育て支援の模

範になりうる政策を学ぶことは大いに注目すべき点で

ある。

第 4章 今後の課題 と展望

1980年代以降,親子関係を提える研究のひとつと

して「育児」研究が盛んに行われている。「育児」研

究では,親の側=育てる佃1に焦点をあて,育児にまつ

わる現象を社会の変化を踏まえながら捉えてきた。育
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児の主な担い手としての母親を中心に,父親や家族外

の育児援助について考察することで,こ れまでの先入

観を覆す知見が見出された。

育児不安研究において,夫婦関係の重要性が指摘さ

れた。母親の育児不安の程度が,父親の育児責任をど

のように母親が認知しているかに影響されることが明

らかになった。

また,母親が家族外とのネットワークをもつことや

母親が子どもと物理的・精神的に距離をとることが ,

母親の育児不安の低減に関係することが明らかになっ

た。この点から,就労している母親よりも専業主婦の

方が,育児不安に陥りやすいことが指摘された。

育児ネットワーク研究では,夫・祖父母・地域・諸

機関など家族内外の重層的なネットワークが育児を支

えていることを明らかにした。また与え手によって育

児援助の内容は異なること,母親の就労の有無や地域

によつて育児援助の内容が異なることを明らかにし

た。

育児不安研究や育児ネットワーク研究は,新たな育

児ネットワークの構築の必要性を示した。

母親の就労と子どもの発達の関連についての研究か

らは,母親の就労の有無による,子 どもの発達への影

響に有意な差はなかった。1950年代の命題の拡大解

釈や社会変化を考慮せずにそのまま命題を使い続ける

ことへの危険性も見出せた。

父親と子どもとの関係に着目した研究では,仕事の

忙 しさの程度に関係なく,父親が子どもについて疎 く

ならないように努力していることが明らかになった。

しかし,育児における父親の役割は,母親の補助的存

在にとどまっていることは忘れてはならない。

子育て支援策についての研究では,ま ず,子育て支

援の対象に専業主婦の育児が含まれるようになったこ

とが大いに注目すべき点である。また行政レベル,民

間レベルでの試行錯誤が繰り返されるなかで,子育て

支援を提供する組織の形成や予算的な裏づけの重要性

が指摘された。

1980年代以降の「育児」研究を全体的に見ると,

育児不安研究や育児ネットワーク研究で見出された問

題点を,子育て支援で解決しようとする現状がうかが

える。

今後の研究課題として,筆者は次の点を指摘 した

い。

第 1に ,新たな育児ネットワークの動向である。落

合は,都市部の育児ネットワークを利用している母親

の就業する時期が比較的遅い傾向にあると指摘した。

これは育児ネットワークの機能が十分に育児を支援 し

うるものではないことからの結果なのか,それとも母

親の就労やそのほかの行動を規制する機能が含まれて

いるからなのか。地縁や血縁とは異なる新たな育児ネ

ットワークの機能やネットワーク内の関係性につい

て,追究する必要がある。

第 2に ,新たに育児資源の一つとして登場した子育

て支援策と育児の関係を考察することである。その上

で, どのような母親あるいは家庭が育児支援を必要と

しているか,利用 しているかを再検討する必要があ

る。

第 3に 、日本と諸外国との国際比較を試み、わが国

の子育て支援の問題点を明らかにすることである。そ

の場合、カナダの事例を取 り上げることがふさわしい

ことは、第 3章で示唆しておいた。カナダ・オンタリ

オ州が育児支援策を打ち出した背景には、移民問題が

ある。日本の現象とは全 く異なる社会的背景をもつ

が、母親と子どもの置かれている状況に類似 している

ところがあるのではないか、と思われるからである。

先行研究では,母親の就労の有無に関わらず,育児

不安に陥る危険性のある母親の特徴や孤立しやすい母

親の特徴は見出されている。しかし解決策としての子

育て支援の研究では,子育て支援を実際に利用してい

る母親に着目し,支援内容の検討を試みがちである。

むしろ,利用しない (で きない)母親に着目し支援

策の問題点を解明することや,利用する必要のない育

児に着目し,質的に検討することで新たな知見が得ら

れるのではないだろうか。

法制度,環境の変化や先入観をくつがえす研究結果

の発見と人の意識には,時間的な隔たりがある。特に

育児にはその隔たりが強 くあらわれている。未だに

「3歳 までは母親の手で」という考え方は残ってい

る。しかし,少 しずつではあるかもしれないが,育児

にも何らかの変化が現れているに違いない。

以上の点を追究することは,育児不安,育児ネット

ワークや子育て支援という言葉が一般的になった現在

の育児をとらえなおすことに繋がるだろう。
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